
判例研究>

景観利益侵害に対する不法行為の成否
― 国立景観訴訟―

最一判平成18年３月30日民集60巻３号948頁、

判時1931号３頁

吉 川 日出男

一 事実の概要

本件は、Y（本件建物の建築主＝明和地所）らが、東京都国立市の

通称「大学通り」に面して、本件建物（14階建て、総戸数353戸の分

譲と賃貸を目的とするマンション、最高地点の高さ43.65メートル）を

建築すべく確認申請を行い、建築確認を得ると同時に、本件建物の建築

に着工した。そこで、Ｘ（学校設置者、学校に通い、通っていた生徒・

児童、教職員、退職者、本件建物の近隣に居住し、本件建物の建築に反

対する有志で組織された会の構成員50名）らは、当地において、本件

建物が建築されると、Ｘらがこれまで享受してきた景観権ないし景観利

益が侵害されることになるとして、Y・Y （設計・施行者）に対して、

建物の一部（20メートルを越える部分）の撤去請求を、Y・Y （本件

区分所有者ら）Y に対して、慰謝料及び弁護士費用相当額の支払いを

求めた事案である。

本判決は、都市景観訴訟に関するわが国最初の最高裁判決である 。

因って、以下、やや詳細に事実の概要及び判旨を記述する。
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事実関係の概要

⑴ 大学通り周辺の現在の状況

大学通り沿いの地域のうち、一橋大学より南に位置する地域は、本件

建物の敷地を除いて、大部分は第一種低層住居専用地域に指定されてお

り、本件地域では建築物の高さが10メートル以下に制限され、低層住

宅群が形成されている。また、一橋大学より南の大学通りは、街路樹

（桜・銀杏の植樹）と周囲の建物とが高さにおいて連続性を有しており、

調和がとれた美しい景観（美しい並木道）を形成している。

⑵ 大学通り周辺の歴史的経緯

大学通り周辺地区は大正14年に学園都市の建設が計画され、大正15

年以降、当地は教育施設を中心とした閑静な住宅地域として整備されて

きた。また、戦後、国立市ではさまざまな市民運動（たとえば、昭和

27年には、本件土地を除くその周辺土地を東京都文教地区建築条例に

基づき文教地区の指定を受ける、国立歩道橋事件、昭和45年の建築基

準法の改正に当たって、当該地域の建物の高さを10メートル以下に制

限する、第１種住居専用地域指定を求める）が展開されるなど、市民の

環境意識が高い地域である。こうした住民らの高い環境意識に支えら

れ、長期にわたる努力によって、形成・維持されてきた当地の景観は、

昭和57年には「新東京百景」（東京都）に選ばれ、平成６年には「新・

東京街路樹100景」（東京都）、「新・日本街路樹100景」（読売新聞）に

選ばれるなど、優れた街路景観として紹介されてきた。また、国立市で

は、平成10年３月に住民の直接請求により、国立市都市景観形成条例

（以下、景観条例という）及び同施行規則を制定し、同条例25条に基づ

き、大規模行為景観形成基準及び施行規則11条は、高さが10メートル

を超える建物を新築する建築主は、高さについて、町並みとしての連続

性を持たせるため、周辺建築物との調和を図ることに配慮すべき旨、定

めていた。

⑶ Y による本件土地の取得及び本件建物の建築計画

Y は、平成11年７月に訴外Ａから本件土地（第２種中高層住居専用
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地域―建蔽率60％、容積率200％、絶対高さ制限なし、文教地区外）を

20億2000万円で購入し、同年８月、国立市指導要綱に基づき、事業計

画事前協議書及び景観条例に基づく大規模行為届出書（本件土地上に、

高さ55メートル、地上18階建て（地下一階付き）の建物の建築を計

画）を国立市と市長に提出した。国立市はＹに対し、景観条例28条１

項に基づき、書面による指導（周辺の建物や街路樹と調和するよう高さ

を低くすること、ゆとりある歩行空間及び既存の植栽帯を保全するた

め、壁面を後退させることなど）を行ったところ、Y から、国立市に

対して、国立市が指導する建築物の高さを具体的に示して欲しいとの要

請があった。国立市はそれに対して、具体的に回答しなかった。そこ

で、Y は国立市からの要請を踏まえて、建物を低くし、セットバック

も大きくしたことを報告し、同年11月に国立市に対して、建物を14階

建て、高さを最高で43.65メートルとする旨、届け出た。そして、Y

は、同年12月、東京都多摩西部建築指導事務所に対して本件建物の建

築確認申請を行い、平成12年１月５日、東京都建築主事から建築確認

を得て、同日、本件建物建築工事に着手し、同事務所に着工届けを提出

した。

⑷ 国立市の対応

国立市は平成11年11月24日、本件地区について、建物の高さを20

メートル以下に制限する地区計画案を公告・縦覧し、同年12月４日に

説明会を開催し、Y が本件建物の建築工事に着工した後、平成12年１

月24日に本件地区計画を告示した。また、同月31日、国立市議会は建

築基準法68条の二に基づく国立市の条例（平成11年12月公布）によ

る規制対象区域に本件地区の地区整備計画区域を加えるよう同条を改正

する条例を可決し、平成12年２月１日に公布、施行した。本件改正条

例によると、本件土地において建築できる建築物の高さは20メートル

に制限されることになる。
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二 判決要旨

１ 第一審判決（東京地判平成14・12・18判時1829・36）は、Ｘら

のうち、大学通りの両側20メートル以内の土地所有者３名について、

景観利益侵害に基づく不法行為を認め、Ｙに対して、本件建物の東側の

うち高さ20メートルを超える部分の撤去とともに、損害賠償（撤去ま

で月１万円の慰謝料と弁護士費用）の支払いを命じた 。

【要旨】 ア 景観の権利性 「地域地権者の自己規制によってもたされ

た都市景観の由来と特殊性に鑑みると、いわゆる抽象的な景観権といっ

たものが直ちに法律上の権利として認められないとしても、前記のよう

に、特定の地域内において、当該地域内の地権者らによる土地利用の自

己規制の継続により、相当の期間、ある特定の人工的な景観が保持さ

れ、社会通念上もその特定の景観が良好なものと認められ、地権者らの

所有する土地に付加価値を生み出した場合には、地権者らは、その土地

所有権から派生するものとして、形成された良好な景観を自ら維持する

義務を負うとともにその維持を相互に求める利益（以下「景観利益」と

いう。）を有するに至ったと解すべきであり、この景観利益は法的保護

に値し、これを侵害する行為は、一定の場合には、不法行為に該当する

と解するべきである。」

イ 大学通りの景観形成 「本件大学通りのうち少なくとも一橋大学

から江戸街道の地域においては、その部分の大学通りの両側少なくとも

20メートルの範囲内の土地の地権者らが、大学通りの景観を維持しよ

うとして、自ら高さ20メートルを超える建築物を建設しないという土

地利用上の犠牲を払いながら、広幅かつ直線道路と、直線道路の沿道に

沿う並木、そして、直線道路の両側少なくとも20メートルの範囲に存

在する建築物が20メートルの高さの並木を超えないものであることと

いう３つを要素とする特定の人工的な景観を70年以上もの長期にわ

たって保持し、かつ、社会通念上もその特定の景観が良好なものとして

承認され、その所有する土地に付加価値を生み出した場合であると認め）
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られる」から、原告ら３名については、景観利益を有するに至ったと解

すべきであり、この景観利益は法的保護に値し、これに対する侵害は、

一定の場合には不法行為に該当する。

ウ 受忍限度について 「本件建物建築は、本件土地の所有権に基づ

く権利行使であるから、これらにより原告らが景観利益を侵害されてい

るとしても、その程度が受忍限度を超えていると認められて初めて違法

なものとなり、不法行為となる」。被害の程度が受忍限度を超えるもの

であるか否かは、「原告らの被害の内容及び程度、地域性、Ｙらの対応、

法令違反の有無、被害回避可能性など諸般の事情を総合考慮して検討す

べきである。」。「以上のとおり、Y は本件土地購入時においてすでに近

隣住民の反対を十分に予期し、その上で、公法上の強制力を伴う規制が

ないことを奇貨として、住民が以下に強固に反対しようとも、法的には

建築計画が否定されることはないと考えて本件土地を購入し、軽微な計

画変更しかしないまま強硬に建築を推し進め、本件建物の分譲に踏み

切ったものである。」。「その一方で、当該範囲の地権者らは、70年以上

にわたり、公法上の規制の有無にかかわりなく自己の所有権の行使に一

定の制約を課し、相互の自制と努力により大学通り及びその周辺の良好

な景観を保持してきたのであり、今日、大学通りがこれほどまでに有名

になり、その景観が高く評価されるとともに、一般の市民や歩行者らの

心を和ませるものとなったのは、結局、これら周辺地権者らの不断の努

力の成果によるものである。」

「このようにして築かれた景観をY は、公法上規制がないことに目

を付け、住民や行政らの反対にも耳を貸すことなく、建築を開始し、周

囲の環境を無視し、景観と全く調和しない本件棟を完成させ、しかも周

辺地権者らが築いてきた景観利益を逆に売り物として、本件建物の販売

に踏み切ったものであり、本件建物が公法上は違法建築物ではないこ

と、Y が18階建てから14階建てにするなど計画を変更したことを考

慮しても、本件建物を建築したことはＸら３名の景観利益は受忍限度を

超えて侵害するものであり、不法行為に当たる。」 ）
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エ 原告らの救済 「不法行為による被害者の救済は、金銭賠償の方

法により行われるのが原則である。しかしながら、原告ら３名は本件建

物のうち20メートルを超える部分の撤去を求めているところ、前記の

とおり、本件景観は同原告らを含む関係地権者らが地域住民や行政と連

携しつつ長年にわたる努力の結果創り上げたものであり、その形成及び

維持について複数の地権者らによる十分な理解と結束及びそれに基づく

継続的な努力が要求されるという景観利益の特殊性と、本件建物による

景観利益破壊の程度を総合考慮すると、本件建物のうち、少なくとも、

大学通りに面した本件棟について高さ20メートルを超える部分を撤去

しない限り、同原告らを含む関係地権者らがこれまで形成し維持してき

た景観利益に対して受忍限度を超える侵害が継続することになり、金銭

賠償の方法によりその被害を救済することはできないというべきであ

る。」

ＸらとY らが控訴。

２ 第二審判決（東京高判平成16・10・27判時1877号40頁）は、

原判決中Y らの敗訴部分を取り消し、Ｘらの請求をいずれも棄却し

た 。

【要旨】 ア 景観被害 「良好な景観は、我が国の国土や地域の豊かな

生活環境を形成し、国民及び地域住民全体に対して多大な恩恵を与える

共通の資産であり、それが現在及び将来にわたって整備、保全されるべ

きことはいうまでもないところであって、この良好な景観は適切な行政

施策によって十分に保護されなければならない。しかし、翻って個々の

国民または個々の地域住民が、独自に私法上の個別具体的な権利・利益

としてこのような良好な景観を享受するものと解することはできない。」

もっとも、「特定の場所からの眺望が格別に重要な価値を有し、その眺

望利益の享受が社会通念上客観的に生活利益として承認されるべきもの

と認められる場合には、法的保護の対象になり得るものというべきであ）
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るが、Ｘらが主張する大学通りについての景観権ないし景観利益は、こ

のような特定の場所からの大学通りの眺望利益をいうものではなく、一

審原告らが大学通りの景観について個別具体的な権利・利益を有する旨

主張しているものと解されるところ、一審原告らにはこのような権利・

利益があるものとは認められないから、本件建物による一審原告らの景

観被害を認めることはできない。」

イ 景観の意義 「景観の意義には明確ではないところがあるが、そ

れにもかかわらず、良好な景観が社会的に価値のあるものであることは

法的にも既に承認されていることである。」しかしながら、「現行法上、

個人について良好な景観を享受する権利等を認めた法令は見当たらず、

この点は景観法についても同様である。」「景観法は、良好な景観の形成

に関する基本理念及び国等の責務を定めるとともに、景観計画の策定、

景観計画区域、景観地区等における良好な景観の形成のための規制、景

観整備機構による支援等の措置を講じたものであるが、個人について良

好な景観を享受する権利等に関しては何ら規定するところがない。」

ウ 景観利益の多様性 「景観は、対象としては客観的な存在であっ

ても、これを観望する主体は限定されておらず、その視点も固定的なも

のではなく、広がりのあるものである。」「また、景観の対象の捉え方に

も広狭がありうるのであって……景観としての評価にも差異があるとも

考えられる……対象としての景観には時間的、歴史的に変化する要素も

あり……季節によってその様相が異なり……将来の予測をすることは難

しい面がある。」

エ 大学通りの景観の形成 「大学通りの沿道の地権者らがその形

成、維持に協力したことはあったとしても、専ら地権者らによって自主

的に形成維持されてきたものとは認められない。」「昭和45年の建築基

準法改正に伴う用途地域の前面改正後は……本件土地を除く部分は第一

種住居専用地域に指定され、建築物の高さが10メートル以下に制限さ

れることになった。したがって、昭和45年の建築基準法改正以後も、

一種住専運動における住民の努力はあったものの、上記の区域について ）
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は法律上の制限として高さ10メートルを超える建築物は建てられな

かったのであるから、建築物の高さが抑えられていることをもって、周

辺土地の地権者らの任意の自己犠牲による努力の結果であるとし、その

所有権の付加価値とする根拠はないものというべきである。」

オ 大学通りの景観と本件建物 「大学通りの景観については、優れ

たものとして紹介されていることは上述したとおりである。しかし、本

件建物は上述したとおり、全体として北側から南側に向かって階段状に

高くなっており、本件建物の概観を好ましく思わない人の中には、高さ

よりもむしろこの外観自体に違和感を抱く人も少なくないのではないか

と思われる。」「本件建物が全体として階段状に高くなっている形状は日

影規制及び第一種高度地区の制限によるものである。また、本件建物を

真下付近の歩道橋からみる限り、高さが20メートルでも43メートルで

も、本件建物の威圧感はそれほど顕著な差異はないのではないかと思わ

れる。」また、本件土地は、「大学通りの南端に位置し、最寄りの駅は南

にある谷保駅である。谷保駅側から本件建物に向かってきたとき、その

間の眺望と本件建物との調和について的確に判断しうる証拠はないが、

必ずしも不調和のものではなく、将来の谷保駅前の発展の状況いかんに

よって調和の度合いは変わってくるものと考えられる。本件建物は、谷

保駅前の商店街からみれば、顧客が増えることでその発展につながるも

のともいえる。」以上の評価の上、「景観は当該地域の自然、歴史、文

化、人々の生活等と密接な関係があり、景観の良否についての判断は、

個々人によって異なる、優れて主観的で多様性のあるものであり、これ

を裁判所が判断することは必ずしも適当とは思われない。」

カ 景観利益と法的保護 「良好な景観を享受する利益は、その景観

を良好なものとして観望する全ての人々がその感興に応じて共に感得し

得るものであり、これを特定の個人が享受する利益として理解すべきも

のではないというべきである。これは、海や山等の純粋な自然景観で

あっても、また人の手が加わった景観であっても変わりはない。良好な

景観の近隣に土地を所有していても、景観との関わりはそれぞれの生活）
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状況によることであり、また、その景観をどの程度価値あるものと判断

するかは、個々人の関心の程度や感性によって左右されるものであっ

て、土地の所有権の有無やその属性とは本来的には関わりないことであ

り、これをその人の固有の人格的利益として承認することもできない。」

「一定の価値・利益の要求が、不法行為制度における法律上の保護に

値するものとして承認され、あるいは新しい権利（私権）として承認さ

れるためには、その要求が、主体、内容および範囲において明確性、具

体性があり、第三者にも予測、判定することが可能なものでなければな

らないと解されるが、当裁判所としては、一審原告らが依拠する意見

書・学説を参照しても、景観に関し、個々人について、このような法律

上の保護に値する権利・利益の生成の契機を見出すことができないので

ある。」

キ 景観形成の在り方 「良好な景観の形成及び保全等は、我が国の

国土および地域の自然、歴史、文化、生活環境および経済活動等と密接

に関連があるから、行政が住民参加のもとに、専門的、総合的な見地に

立脚して調和のとれた施策を推進することによって行われるべきもので

ある。上記の諸制度を有効に活用することなく、特定の景観の評価につ

いて意見を同じくする一部の住民に対して、景観に対する個人としての

権利性、利益性を承認することは、かえって社会的に調和のとれた良好

な景観の形成および保全を図る上での妨げになることが危惧されるので

ある。」

「以上のとおり、一審被告の本件土地取得及び本件建物の建築が社会

的相当性を欠く違法なものであるとは認められない。」

Ｘらは、上告した。

上告理由

原判決は景観利益を否定したが、景観利益は709条で保護される利益

に当たる。また、景観利益は土地所有権に付加される価値であり、景観

侵害については所有権に基づく物上請求権が可能であり、民法206条の ）
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所有権の内容につき法令の解釈の重要な事項を含むものである。そし

て、景観利益が否定されれば、原則としてＸらの法的救済は認められな

いところ、景観利益が認められれば受忍限度（709条）を超えるものと

して又は利益考量の法的判断を経て、Ｘらの本件建物の20メートルを

超える部分の撤去請求は認められるものなので、原判決の上記法令解釈

の誤りは判決に影響を及ぼすものであり、原判決は破棄されるべきであ

る。

３ 最一判平成18・３・30判時1931・３は、上告を棄却した。

【要旨】 ア 景観の利益 「都市の景観は、良好な風景として人々の歴

史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成する場合には、客

観的価値を有するものというべきである。」そうすると、「良好な景観に

近接する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している者は、良好

な景観が有する客観的価値の侵害に対して密接な利害関係を有する者と

いうべきであり、これらの者が有する景観の恵沢を享受する利益（以下

「景観利益」という。）は、法律上保護に値するものと解するのが相当で

ある。」「もっとも、この景観の利益の内容は、景観の性質、態様等に

よって異なり得るものであるし、社会の変化に伴って変化する可能性の

あるものでもあるところ、現時点においては、私法上の権利といい得る

ような明確な実体を有するものとは認められず、景観利益を超えて「景

観権」という権利性を有するものを認めることはできない。」

イ 違法性 「民法上の不法行為は、私法上の権利が侵害された場合

だけではなく、法律上保護される利益が侵害された場合にも成立し得る

ものである（民法709条）が、本件におけるように建物の建築が第三者

に対する関係において景観利益の違法な侵害となるかどうかは、被侵害

利益である景観利益の性質と内容、当該景観の所在地の地域環境、侵害

行為の態様、程度、侵害の経過等を総合的に考慮して判断すべきであ

る。そして、景観利益は、これが侵害された場合に被侵害者の生活妨害）
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や健康被害を生じさせるという性質のものではないこと、景観利益の保

護は、一方において当該地域における土地・建物の財産権に制限を加え

ることとなり、その範囲・内容等をめぐって周辺の住民相互間や財産権

者との間で意見の対立が生ずることが予定されるのであるから、景観利

益の保護とこれに伴う財産権等の規制は、第一次的には、民主的手続き

により定められた行政法規や当該地域の条例等によってなされることが

予定されているものということができることからすれば、ある行為が景

観利益に対する違法な侵害に当たるといえるためには、少なくとも、そ

の侵害行為が刑罰法規や行政法規に違反するものであったり、公序良俗

違反や権利の濫用に該当するものであるなど、侵害行為の態様や程度の

面において社会的に容認された行為としての相当性を欠くことが求めら

れると解するのが相当である。」これを本件についてみると、「大学通り

周辺においては、教育施設を中心とした閑静な住宅地を目指して地域の

整備が行われてきたとの歴史的経緯があり、環境や景観の保護に対する

当該地域住民の意識も高く、文化都市にふさわしく美しい都市景観を守

り、育て、作ることを目的とする行政活動も行われてきたこと、現に大

学通りに沿って一橋大学以南の距離約750メートルの範囲では、大学通

りの南端に位置する本件建物を除き、街路樹と周囲の建物とが高さにお

いて連続性を有し、調和が取れた景観が取れた景観を呈していることが

認められる。そうすると、大学通り周辺の景観は、良好な風景として、

人々の歴史的または文化的環境を形作り、豊かな生活環境を構成するも

のであって、少なくともこの景観に近接する地域内の居住者は、上記景

観について景観利益を有するものというべきである。」「しかしながら、

本件建物は、平成12年１月５日に建築確認を得た上で着工されたもの

であるところ、国立市は、その時点では条例によりこれを規制する等上

記景観を保護すべき方策を講じていなかった。」そして、「国立市は、同

年２月１日に至り、本件改正条例を公布・施行したものであるが、その

際、本件建物は、いわゆる根切り工事が行われている段階にあり、建築

基準法３条２項に規定する「現に建築の工事中の建築物」に当たるもの ）
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であるから、本件改正条例の施行により本件土地に建築できる建築物の

高さが20メートル以下に制限させられることになったとしても、上記

高さ制限の規制が本件建物に及ぶことはないものというべきである。本

件建物は……行政法規や東京都条例には違反しておらず、違法な建築物

であるということもできない。また、本件建物は…相当の容積と高さを

有する建築物であるが、その点を除けば本件建物の概観に周囲の景観の

調和を乱すような点があるとは認めがたい。その他、原審の確定事実に

よっても、本件建物の建築が、当時の刑罰法規や行政法規の規制に違反

するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に該当するものである

などの事情はうかがわれない。以上の諸点に照らすと、本件建物の建築

は、行為の態様その他の面において社会的に容認された行為としての相

当性を欠くものとは認め難く、上告人らの景観利益を違法に侵害する行

為に当たるということはできない。」

三 研究

１ 本判決の論点

本研究では、本件における主要な論点である①景観利益は法律上保護

されるに値する利益に当たるか、②本件における違法性判断の妥当性及

び①・②に関連する問題、③その他、景観保護に関連する諸課題につい

て検討する。

２ 論点の検討

⑴ 景観利益は法律上保護されるに値する利益か

従来、多くの下級審判例は、景観は公益・反射的利益であり、個別・

具体的な権利・利益ではないと解してきた 。しかし、本判決は、従来

の下級審判例や本件における第一審判決（本件における都市景観の由来

及び都市景観の特殊性に鑑み、直ちに景観利益を法律上の「権利」とし

て認めることはできないが、当該地権者らが土地利用の継続的自己規制

により、良好な都市景観を形成・維持し、都市景観が社会通念上客観的）
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価値あるものとして存在するなど、土地に付加価値を生み出しているよ

うな場合には、地権者らは土地所有権から派生するものとして、相互に

景観を維持する権利と義務が発生する )及び第二審判決（良好な景観

は国民及び地域住民全体に対して多大な恩恵を与える共通の資産であ

り、適切な行政施策によって十分に保護すべきであって、地域住民が景

観を私法上の個別・具体的な権利・利益（土地所有権や人格的利益）と

して享受することができるものではない。景観利益が私権として認めら

れるためには、その権利の主体・内容・範囲が明確であり、第三者にも

予測判定が可能なものでなければならない )とは異なり、「都市景観が

良好な風景として人々の歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生活環

境を構成する場合」には、当該景観は「客観的価値」を有するものとし

て、法律上保護される利益に値すると判示している 。

本判決は次の点で評価される。第一は、本判決は「客観的価値ある都

市景観」を一つの生活環境利益 としてとらえ、その権利性（たとえ

ば、所有権・人格権・景観権など）にこだわらず、法律上（私法）の利

益として、保護の対象になるとした点である。本判決は景観権を認め

ず、都市景観の保護要件をかなり厳格に解しているが、都市景観の保護

に向けて、第一歩を踏み出した判決として位置づけることができる。第

二は、本判決は「客観的価値ある」都市景観に対する違法な侵害行為に

ついては不法行為（「民法709条」）が成立すると解している点である。

すなわち、本判決は、景観形成・維持・保護は基本的には多数決原理に

基づくものであるとするが、従前の公益論に依拠せず、「客観的価値あ

る」都市景観は不法行為上の利益に当たると解している点である。これ

はまさに景観利益を民事上アンブロックな利益とせず、公益と私益が重

なりあう領域（都市景観は公益であるという発想を打ち破る）をもつも

のとしてとらえるものであり 、その点でも評価される。

これに対して、①本判決は私益と公益の相違を十分に認識していな

い 、②景観の「公共性」についての認識が足りない 、③「客観的価

値ある」景観を私法的利益として認めるに当たって、その理由付けが不 ）
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十分であり、論理展開にも飛躍がみられる とする批判がある。こう

した批判（指摘）に対しては、従来から下級審判決や本件判決（第一審

判決・原判決）においても論じられてきたところである。本判決はそう

した点について必ずしも詳細な説明を行っていないが、本判決がいとも

簡単に「客観的価値ある」都市景観を一般的に不法行為上の利益に当た

ると解したのは、それはまさに地域住民の環境（景観）意識の高まり

（アメニティ―意識の向上) 、地方公共団体の景観保全に対する積極

的取り組み（景観条例の制定) 及び景観保護のための法の制定（景観

法) 、文化財保護法の改正 、景観利益に関する下級審判例の変

化 などによるものと思われる。

しかし、本判決の都市景観のとらえ方について問題がないわけではな

い。①本判決は、第一審判決と同様、景観利益を超えて、「景観権」と

いう「権利性」を有するものとはいえないとしている点である。すなわ

ち、本判決は、都市景観を「権利」としてではなく、「法的保護に値す

る利益」としてとらえている点である 。②本判決は、法的に保護さ

れる景観は「客観的価値ある景観」でなければならないと解しているが

そもそも「客観的価値ある景観」とは何か、必ずしも定かではない。元

来、景観は主観性（客観的判断の難しさ）、多様性（内容・性質、形成

過程など）、地域特性―場所・文化・歴史・慣習などを有している）、変

動性（時間的・季節的・歴史的・嗜好など）を有しており、景観を客観

的に評価することは難しい。しかし、そのことをもって、景観利益の保

護要件を厳格に解するのは好ましくない。むしろ、景観利益は本来抽象

的なものであり、そうした抽象性を前提にして、その保護の是非を論ず

べきものと考える 。③は、第①の問題とも重なるが、本判決は、「権

利」と「法的に保護される利益」との関係を如何なるものとしてとらえ

ているかという点である 。この点について、本判決の考え方は必ず

しも明らかでない。筆者は、「権利」侵害と「法的に保護される利益」

との区別をもって、法的保護の有無及び救済手段の固定化に結びつくこ

とがあってはならないと考えている 。④本判決は、都市景観利益の）
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主体につき（「良好な景観に近接する地域に居住し、その恵沢を享受し

ている者」）としている点である。これによると、景観利益の主体の範

囲は必ずしも明確ではない (表現上からみる限りでは、本判決は景観

主体の範囲を第一審判決（土地所有権者）よりやや広く解しているよう

にみえる）が、それら（景観利益の内容及び景観主体）の曖昧性が景観

保護を困難にする可能性があることを指摘しておきたい 。⑤本判決

は、違法性の判断基準として、侵害態様の内、本件建物の「合法性」を

強調しているが、違法性の有無を判断するに当たっては、むしろ景観利

益の必要性、被害の性質、被害の程度などを重視すべきものと考え

る 。⑥本判決は、本件における景観利益は地域的ルール及び地域住

民の良好な都市景観形成に向けての努力をあまり評価していない点であ

る 。良好な景観には、日常の生産・生活の結果として形成される場

合―生きている景観、地域住民の長年にわたる意識的努力によって形成

される場合―快適な都市生活を行う上での生活上の利益としての景観、

特定の目的を持って育まれてきた場合―見せるための景観＝観光景観な

どがある。本件における都市景観は、まさに地域住民が長年の努力に

よって、形成・維持してきたものである。こうして形成・維持されてき

た都市景観は、地役権的利益、慣習的利益、環境共同利益として、その

保護が図られる必要があるのではなかろうか 。

⑵ 違法性の判断基準と判断方法

本判決は、客観的価値ある景観は法的保護に値する利益に当たるが、

景観利益が保護されるには侵害行為が違法なものでなければならないと

している。本判決は違法性の判断基準として、「景観利益の性質と内容、

当該景観の所在地の地域環境、侵害行為の態様、程度、侵害の経過等」

を列挙し、右諸基準から違法性の有無を総合的に判断すべきであるとし

ている。そして、本判決は景観侵害は被害者の生活妨害や健康被害を生

じさせる性質のものではないこと（軽微性―絶対的損害が発生しない）、

景観利益の保護は土地建物の財産権に制限を加えることになること、景

観の利益の内容・範囲等において意見の対立が生ずることに鑑み、景観 ）
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利益の保護とこれに伴う財産権の規制は、第一次的には民主的手続きに

よってなされるべきものであり、当該行為が景観利益に対する違法な侵

害に当たるといえるには、少なくとも、その侵害行為が①刑罰法規や行

政法規に違反すること、②公序良俗に違反すること、③権利の濫用に該

当するなど、侵害行為の態様や程度の面において、社会的に容認された

行為として「相当性」を欠くことが必要であるとする。そして、本判決

はこれを本件に当てはめ、結論として、本件建物の建築行為は侵害行為

の態様その他の面において社会的に容認された行為として、相当性を欠

くものとは認めがたく、原告らの景観利益を違法に侵害したものとはい

えないとしている。筆者は、本判決が違法性の成否をかなり限定的に解

している点、それと違法性を判断するに当たって、権利行使の正当性を

極端に強調している点に疑問を感じる 。蓋し、景観阻害は通常隣地

に高層建築物が建築されることによって発生するのであって、本判決の

ように、本件建物は「相当の容積と高さを有する建築物であるが、その

点を除けば本件建物の概観に周囲の景観の調和を乱す点がある」とは認

めがたく、また「本件」建物の建築が、「当時の刑罰法規違反、公序良

俗違反や権利濫用に該当するなどの事情がうかがわれない」とする、違

法性判断には賛同しかねる 。筆者は、第一審判決が認定したように、

本件では、Ｙらは、本件場所は良好な都市景観が形成・維持されている

地域であることを知っていたこと、Ｙらは、良好な眺望・景観を一つの

売り物として本件建物を建築・販売したこと、本件建物の建築確認申請

は駆け込み的なものであったこと、損害回避措置がとられなかったこ

と 、適切な協議が行われなかったこと、住民らの長期にわたる努力

によって良好な都市景観が形成されてきたこと、被害特性、被害の継続

性、回復困難性といった視点からみて、Ｙらの本件建築行為は権利濫用

（違法）にあたると認定する余地があったのではないかと思う 。

３ 本判決の評価

都市景観保護について、保護していこうとするものと否定的に解する）
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ものとの対立がある 。前説は、景観利益を一つの環境利益＝生活利

益（個別・具体的利益）として位置づけるものであり、後説は、都市景

観は公益であり、良好な都市景観は行政によって実現すべきもの と

解するものである。筆者は日本の都市景観の現状を目の当たりにしたと

き、都市景観は公益であって、それは行政が担うものとして済ませる状

況にはないと思っている 。仮に、都市景観については、第一次的に

行政が担うとしても、行政は住民の景観意識を軽視して、将来の都市像

及び都市景観像を想定することはできないであろう。良好な都市景観

は、自治体・事業者・住民らが一体となって、参加・協力することに

よってはじめて実現が可能になるものと考える 。確かに、本判決が

指摘するように、景観は不変なものではなく、人々の意識や経済活動の

有り様によっても変化する。とはいえ、日本のように伝統・文化を必ず

しも重視しないところでは、将来の快適な都市像の設計は難しく、ま

た、良好な都市景観の形成に関する法規の整備にも自ずと限界が伴うで

あろう。こうした計画性の欠如、景観保護意識の希薄性、景観保護法規

の不備などといった状況下において、都市環境が破壊されようとしてい

る場合に、それを抑止できないというはいかがなものであろうか 。

従来、景観保護について、公益論・私益論、景観論・眺望論、反射的利

益論・法的利益論が展開されてきたが、それらは、景観保護の可否を判

断する際の決定的基準として論じられてきたふしもある。こうした分別

論は速やかに回避されるべきである。その意味で本判決は都市景観利益

を所有権論、秩序論などに依拠せず、良好な都市景観が、違法に侵害さ

れた場合には、景観利益は私法的利益（生活利益）として、法的保護の

対象になると解したことは高く評価される 。

４ 残された問題点

既に、本判決の具体的問題点ついては、三２⑴⑵において論じてきた

が、以下、本判決に関連する問題点について触れて置きたい。①本判決

の右論理が自然景観の保護にも及ぶかという点である 。これは本判 ）
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決の効力の射程に関する問題である。もし、本判決の趣旨に従うと、自

然景観については、自然環境保全法、自然公園法、文化財保護法等に

よって保護されるものについてはともかく、それ以外のものについて

は、自然景観の客体及び主体範囲の判断の難しさから、その保護がさら

に困難になることが予想される 。②本判決の都市景観利益の位置づ

けについてである。本判決は、都市景観利益は「法律上保護される利益

に当たる」としている。これは都市景観（環境）を個別・具体的利益と

して捉え、良好な都市景観利益の救済可能性を認めたものである（その

意味で、本判決は環境権的発想に基づいたものとして位置づけることが

できる）が、都市景観利益と環境利益との関係をどう捉えるかについ

て、なお多くの検討が必要であるという点である 。③本判決は、都

市景観利益は「権利」としては認められないとしているが、ここでいう

「権利」とはいかなる「権利」を指すかという点である 。本判決は、

現在のところ、都市景観は「私法上の権利といいうるような明確な実体

を有していない」、としているところからみると、都市景観利益を「絶

対権」として構成しているわけではなさそうである 。④本判決は差

止についてどのように解したか明らかではないという点である 。本

判決は、差止請求は困難であると解したものと理解することもできる

が 、差止については判断しなかったと解するのが妥当であろう 。

一方、本判決の違法性の判断について次のことが指摘できる。本判決

は違法性を判断するに当たって、景観侵害が違法であるというために

は、景観利益の特質に鑑み、少なくとも、侵害行為が「刑罰法規違

反」・「行政法規違反」、「公序良俗違反」・「権利濫用」に該当するもので

なければならないとしている点である。本判決は、権利行使者の権利行

使に通常以上の悪性を求めるものであり、法規（行政・刑罰）違反を必

要とするのは、おそらく、景観利益が多様であること、良好な景観形成

は民主的手続きによって実現すべきものであること、景観利益の特性

―絶対的損失を伴わないこと、景観利益の公益性、権利の主体・性質・

内容・範囲が必ずしも明確ではないこと、景観利益の保護は土地所有権）
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への制限につながること、などに基因しているものと思われる。筆者

は、前述したように、景観利益の保護はその特性、当事者間の格差、規

制の限界性、侵害の継続性等に鑑み、権利行使者の態様より被害の実態

及び被害の特性を重視して判断すべきものと考える。

四 景観保護に向けての課題

最後に、景観保護一般に向けての課題を提起し、まとめにしたい。第

一、景観は、地域住民に、「安らぎ」・「安心感」・「帰属意識」・「ほこり」

（感覚的利益・快適性―日常的景観）を、訪問者には、「地域性」・「歴史

性」・「文化性」（みて感じる景観―非日常的景観）などを与えるもので

あり、その意味では、景観利益はまさに私的利益であると同時に社会的

利益でもある 。多くの判例は景観訴訟において、景観を眺望と対比

して論じているが、景観利益は眺望利益よりその範囲が広く、質的に高

い生活利益であることを念頭におくことが必要である。第二、本判決

は、景観は法的に保護されるに値する利益に当たるとしているが、これ

は、景観利益の特性（快適性、景観被害の継続性、回復困難性、多様

性、文化性、歴史性など）及び景観保護意識の高まりによるものである

こと、前述したとおりである。しかし、景観阻害による被害は単に景観

利益だけではなく、眺望・日照利益阻害等と密接に関連することが多

く、事案によっては、日照・通風・眺望・景観などを含め、生活・環境

利益に対する侵害として、民事上の被害者救済措置を構築していく必要

がある。第三、従来、景観利益は個人的利益としてみる発想が乏しかっ

たことから、損害賠償についてあまり議論されてこなかったが、本判決

はこの点にメスを入れたものであり、その意味では評価される。しか

し、本判決は景観侵害による被害者の請求を否定しており、景観訴訟に

おいて、差止請求の認容はさらに困難になることが予想される 。景

観利益に対する侵害につき、違法性が厳格に解され、差止請求が認めら

れない場合に、現実的対応として、損害賠償請求の道を残しておくこと

が必要なのではなかろうか 。第四、学説・判例は環境侵害における ）
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差止の法的構成として、さまざまな見解を展開している 。特に、環

境権構成について、学説・判例はその権利の外延の不明確性、権利の範

囲の不確定性、請求権者の範囲の確定困難性等から差止請求の認容には

消極的である が、本件のように、住民が長期にわたる自己規制の下

で形成してきた良好な都市景観に対する侵害に対しては、従来、差止の

法的構成とは異なる権利構成、たとえば、「地域で形成された慣習」、

「景観地益権」、「地域益」、「景益」、「環境共同利用権」、「秩序違反のサ

ンクション」などの深化が望まれる 。第五、本判決は景観利益を不

法行為によるアンブロックな利益とはしなかったものの、本判決は違法

性を限定的に解し、不法行為上の救済を認めなかったが、一般条項（た

とえば、権利の濫用など）によって 、保護が図られる余地があるこ

とを論じたことは評価される。第六、本判決は、都市景観利益は法的保

護に値する利益に当たるとしたが、その救済方法は事後的か事前的な救

済か定かではない点である 。本判決は「権利」と「法的保護に値す

る利益」に二分したことについて、請求を差止と損害賠償に分離

し 、本判決は損害賠償につき、論じたものとする見解があるが、い

ずれの救済可能性をも閉ざしたものではないと考えるのが妥当であろ

う。第七、景観利益には地域生活の結果として形成された歴史的・文化

的景観、創造的景観、変更・形成景観などがあり、景観のいかんによっ

て、法的保護が異なると解することは可能であるが、景観保護の是非

は、当該地域で生活する人々にとって、当該景観が快適な生活を行う上

で必要な利益か否か、景観被害の広がり、被害の程度―違和感・嫌悪

感・圧迫感、客観的には、周辺環境の中にあって重大な景観破壊がある

か否かなどによって判断すべきものと考える 。筆者は良好な景観は

現時的視点（スクラップ・アンド・ビルト）からではなく、通時的視点

（都市のグランド・デザイン―都市規模・都市像など）に立って、歴史

的・文化的景観（地域らしさ）を尊重して行くことによって始めて形成

されていくものと考える 。第八、景観利益の主体の範囲について、

本判決は第一審判決より柔軟に解しているが、景観利益の性格に鑑み、）
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特定の地域住民が民事上の救済を受けることに違和感がある 。訴訟

上、違和感のない手法の検討が必要である。

このように、景観訴訟においてはなお多くの検討課題がある。今後、

景観利益を保護するにあたって、まずは、景観の現状を正解に捉え、そ

の内容、性質を適切に理解した上で、景観利益の保護の在り方を考える

べきものと考える 。

注

(１)本件最高裁判決に関する研究として、大塚直「国立景観訴訟最高裁判決

の意義と課題」ジュリスト1323号（2006）70-81頁、同「国立景観訴訟最高

裁判決」NBL834号（2006）４-６頁、前田陽一「景観利益の侵害と不法行

為の成否」法の支配143号（2006）100頁、吉田克己「景観利益の侵害によ

る不法行為の成否」ジュリスト1323号（2007）83頁、平成18年重要判例解

説、吉村良一「景観保護と不法行為法― 国立景観訴訟最高裁判決の検討を

中心にして― 」立命館法学310号（2006）445頁、同「国立景観訴訟最高裁

判決」法時79巻１号（2007）141頁、同「景観の私法上の保護における地域

的ルールの意義」立命館法学316号（2007）460頁以下、小山絵美子「景観

利益の侵害を理由とする不法行為の成否」法学セミナー619号（2006）117

頁、上野暁「国立マンション撤去等請求事件判決」法律のひろば2006年８月

号73頁などがある。

(２)下級審判例は景観利益は公共の利益にかかわる利益であり、特定個人に

かかわる利益ではない（東京地判昭和46・６・16行裁22・６・843）、景観

は法律上の利益に当たらない（東京地判昭和48・５・31行裁24・４-５・

471）、景観は反射的利益であり、法的利益に当たらない（福井地判昭和49・

12・20訟務21・３・641、東京地決昭和53・５・31判時888・71、東京高決

昭和53・９・18判時907・61、横浜地判昭和55・11・26行裁31・11・2520、

横浜地判昭和59・１・30判時1114・41、京都地判昭和61・１・23判時

1191・78）、景観には権利性なし（松山地判昭和53・５・29行裁29・５・

1081）、景観利益は明確性を欠き、具体的権利として成熟した内容のものでは

ない（和歌山地判平成６・11・30、京都地決平成４・８・６判タ792・280、

奈良地葛城支判平成11・３・24、東京高判平成13・６・７判時1758・46）

と解してきた。近時も、景観利益の私権性を否定する下級審判例が圧倒的に

多い（東京高決平成12・12・22判時1767・43、横浜地平成13・２・２判時

1758・50、東京高判平成13・６・７判時1758・46、東京地八王子支判平成

13・12・10判時1791・86、東京地判平成14・２・14判時1808・31、東京高 ）
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判平成17・12・19判時1927・27、東京地判平成17・11・28判時1926・73

など）。しかし、最近、景観の保護につき、積極的に解する下級審判例がみら

れるようになってきている（東京地判平成13・12・４判時1791・３、本件の

第一審判決、東京地判平成14・12・18判時1829・36）、名古屋地決平成15・

３・31判タ1119・278、その他、保護可能性を否定しないものとして、前掲

東京高裁判平成12・12・22、前掲東京地判平成17・11・28、判例集未搭載

―京都地判平成16・３・25、大阪高判平成17・３・16―吉村・前掲注⑴立命

館法学316号453-454頁などがある。景観訴訟に関する判例については、大

塚・前掲注⑴74頁、荒秀 編集代表『景観』―基本計画つくりから実際例ま

で（ぎょうせい）、牛山積 編集代表『環境・公害判例７』 眺望・景観

（旬報社、2001）162-276頁など参照。景観侵害が民事訴訟として扱われたも

のは少なく、日比谷公園事件（東京地決昭和53・５・31判時888・71、その

控訴審、東京高決昭和53・９・18判時907・61）、京都仏教会事件（前掲京

都地決平成４・８・６）、国立事件（前掲東京高決平成12・12・22）、鎌倉街

並み景観事件（横浜地判平成13・２・２判時1758・50、その控訴審前掲東京

高判平成13・６・７）などは、いずれも景観を私法上の権利として認めてい

ない。

(３)第一審判決に関するものとして、淡路剛久「景観権の生成と国立大学通

り訴訟判決」ジュリスト1240号（2003）68頁、金子正史「判例解説」法令

解説資料総覧254号（2003）114頁、吉田克己「『景観利益』の法的保護」判

タ1120号（2003）67頁、富井利安「国立高層マンション景観侵害事件」環

境判例百選別冊ジュリスト171号（2005）162頁、牛尾洋也「都市的景観利

益の法的保護と『地域性』」龍谷法学36巻２号（2003）１頁、角松生史「地

域地権者の『景観利益』」地方自治判例百選（第３版）別冊ジュリスト168号

（2003）80頁、関智文「景観利益の侵害を理由とする建物の一部撤去請求の

可否」季刊不動産研究46巻１号（2004）24頁、小林学「公害判例研究⑶」

法学新報110巻11-12号（2004）209頁などがある。なお、第一審原告側の

意見書として、富井利安「意見書：景観の法的保護について」広島法学27巻

１号（2003）143頁がある。

(４)第二審に関するものとして、富井利安「国立景観事件（民事）東京高裁

判決について」法時77巻２号（2005）１頁、同「国立高層マンション景観侵

害事件」別冊ジュリスト171号（2004）162頁、松尾弘「景観利益の侵害を

理由とするマンションの一部撤去請求等を認めた原判決を取り消した事例

（国立景観控訴審判決）」判タ1180号（2005）119頁、吉田克己「民法レ

ビュー88今期の主な裁判例［不動産］」判タ1173号（2005）92頁、大塚直

「国立景観訴訟控訴審判決」NBL799号（2004）４頁、前田陽一「国立景観

訴訟について」日本エネルギー法研究所（環境法制班報告書）『環境政策手法
）
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と環境訴訟』（2006）165頁、磯野弥生「国立マンション差止請求控訴審判

決」環境と公害34巻４号（2005）41頁以下などがある。なお、第二審原告

側の意見書として、富井利安「意見書：景観の法的保護について」広島法学

28巻２号（2005）253頁がある。

(５)前掲注⑴参照。

(６)松尾・前掲注⑷124頁。筆者は景観利益を公共的利益（前掲東京地判平

成13・６・７）とせず、土地所有権に還元されない保護領域をもつ利益（人

格権、環境権的利益）としてとらえていく必要があると考える。

(７)大塚・前掲注⑴73頁、75頁。

(８)同73頁。本判決は眺望（個別具体的利益）と景観（公共的）利益との相

違を厳格に区別せず、違法性によって、土地所有権の行使と景観利益を調整

しようとするものである。

(９)中山充『環境共同利用権―環境権の一形態』（成文堂、2006）103頁、

289頁。

(10)前田・前掲注⑴101頁。

(11)今、なぜ、景観の保護が求められるか。その理由とて、生活環境の質的

向上（財産的損失・生命・健康に対する侵害から快適性の保護）への気運の

高まり、土地利用及び建築自由による地域環境の混乱（計画性・土地支配及

び利用に関する規制の欠如）、新しく作り出される生活環境の変化に対する既

存住民らの不安（開発優先―生活基盤への配慮不足）、行政・事業者に対する

不信（縦割り行政及び法の未整備）、足元の良好な生活環境の確保（利便性・

効率性から安心・安全・快適さの実現）、イメージアップ（帰属意識―誇りと

プライドの回復と地域活性化の推進）、スクラップ・アンド・ビルト方式への

疑問（古きものへの郷愁、歴史との連続性）、現在の都市環境のありよう（醜

さ）などが考えられる（荒・前掲注⑵776頁参照）。

(12)地方自治体の景観条例制定状況については、荒・前掲注⑵参照。富井利

安編『レクチュアー環境法』（法律文化社、2006）151頁は2004年３月31日

現在、524の都道府県及び市町村において景観条例が制定されているとして

いる。

(13)監修 国土交通省都市・地域整備局都市計画課 編集 景観法研究会

『概説 景観法』（ぎょうせい、平成16）『特集 景観法とまちづくり』ジュ

リスト1314号（2006）など参照。

(14)従来の文化財保護法では文化財を十分に保護されないことから、文化財

の中に文化的景観―地域における人々の生活または生業及び地域の風土によ

り形成された景観地（棚田・里山・用水路―姨捨・白糸）を加え、景観法に

定める景観計画区域又は景観地区内にある文化的景観のうち、特に重要なも

のを「重要文化的景観」（文部科学大臣が選定）として、保護することになっ
）

一
四
三

一
四
三

札
幌
学
院
法
学
（
二
五
巻
一
号
）



た。この第一号は「近江八幡の水郷」（2006年）である。2008年７月28日現

在、９ヶ所が選定されている。

(15)前掲・注⑵、その他、小田急訴訟による原告適格の拡大が大きな影響を

及ぼしたもと思われる（最大判平成17・12・７民集59・10・2645）。

(16)大塚・前掲注⑴78頁。大塚は、本判決は景観は明確性を欠くことを理由

に権利性を否定しているが、絶対権に限定しているわけではないとする。

(17)景観法は、目的（１条）及び基本理念（２条）において、「良好な景観」

としているが、「良好な景観」とは何か、具体的に規定していない。しかし、

同法１・２条において、「美しく風格のある国土の（形成）」・「潤いのある豊

かな生活環境（創造）」という共通の表現をしており、それが良好な景観を判

断する一つの目安になるものと思われる（観光立国―見せる景観、豊かな生

活景観）。

(18)藤岡康宏「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察」早

法80巻２号（2005）159-189頁。権利と法的保護に値する利益との関係、損

害賠償と差止請求の関係について、コンパクトに整理したものとして、大塚

直「民法709条の現代語化と権利侵害論に関する覚書」判タ1186号（2005）

16頁、道垣内弘人「民法709条の現代語化と要件論」法学教室291号

（2004）57頁以下等参照。

(19)「権利侵害でなければ差止請求は認められない」、「法的保護に値する利益

に対する侵害に対しては損害賠償請求しか認められない」、あるいは、「権利

侵害の場合には、法的保護に値する利益侵害の場合より損害賠償請求が認め

られ易い」といったような形式的な解釈・運用は避けなければならない。

(20)大塚・前掲注⑴77-78頁。大塚は、本件においては都市形成及び住民意

識・行政活動のあり様からみて、大学通りから20メートルの範囲内の者に限

定することも考えられるとする。

(21)同77頁、大塚・前掲注⑴NBL834・６頁。

(22)同80頁。

(23)本判決は原判決の事実認定によるほかなく、共同形成景観的構成が採れ

なかったものと思われる。

(24)吉村・前掲注⑴立命館法学310号467頁以下において、本件第一審判決

後の学説の動向を紹介している。眺望権との連続性を指摘する淡路（淡路・

前掲注⑶72頁）、景観説をとる富井（富井・前掲注⑷、慣習を根拠とする大

塚（「環境権⑵」法学教室294号（2005）113頁）、地役権説をとる小澤（小

澤英明「景観地役権― 美しい町作りのために― 」判タ1011号（1999）28

頁）、違反是正措置（「秩序違反」）に対するサンクションとしてとらえる（吉

田克己「環境秩序と民法［シンポジューム・環境秩序への多元的アプローチ

⑵］」北大法学論集56巻４号）234頁以下）、「地域的公序」（池田恒夫「今期
）
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の主要な裁判例［不動産］判タ1219号（2006）15頁）、同旨・牛尾・前掲注

⑶25頁）、「地縁秩序」（岡本詔治「景観と眺望権に関する一事例」法時74巻

11号（2002）112頁）などの法理が主張されている。

(25)大塚・前掲注⑴79頁。

(26)本判決は景観利益の本質的性質を軽視し、財産権の行使を過大に評価し

て違法性の判断を行っているように思われる。

(27)西村幸夫「国立マンションの高層化は回避可能だった」環境と公害34巻

４号（2005）39頁。

(28)大塚・前掲注⑴81頁は、本件におけるＹの権利行使の悪質性から権利侵

害の要素があったのではないかとの疑問が呈されている。本件建物は合法建

築であるとしても、本件景観阻害が既存の良好な景観を維持するための条例

改正作業の遅延によって発生したとすれば、現状を追認する形での条例内容

の変更であれば、それが公共の福祉（個人又は集団の利益）に適合するもの

であれば、財産権に対する合理的制約として容認される、と解することがで

きるのではなかろうか（戸波江二「事後法による財産権の内容変更の合憲性」

別冊ジュリスト130号（1994）200頁）。

(29)前掲注 参照。民法学者は景観利益の保護につき、積極的に解する者が

多いが、行政法学者は概して消極的である。

(30)阿部は国家の法体系を私法、公法、刑事法に分け、景観の問題は、公益

に関わるものであり、公法（行政法）によって取り扱われるものであるする

（阿部泰隆「景観権は私法的（司法的）に形成されるか（上）」自治研究81巻

２号（2005）４頁）。福井も景観を私法的に保護することに疑義を呈している

（福井秀夫「景観利益の法と経済分析」判タ1146号（2004）74頁以下）。一

方、角松は、本件第一審判決について、本判決は大胆な判決ではあるが、建

築規制の現状（『原則が無制約・無条件にユルユル』）からみてやむをえない

面もあるとする（角松・前掲注⑶81頁）。

(31)角松・前掲注⑶81頁、秋山靖浩「民法学における私法と公法の 協働>」

法社会学66号（2007）41頁、43頁、吉村・前掲注⑴458、吉田・前掲 255

頁など参照。

(32)地方自治体は景観主体としての住民の参加を積極的に受け入れていかな

ければならないとする認識が一般化していることは周知の通りである（原判

決同旨）。

(33)角松は、景観は変化し、景観の将来を見通すことに困難であり、完全に

景観侵害を未然に防ぐことには限界がある（角松・前掲注⑶81頁）とする。

また、従来、行政はこうした被害の救済に対して、後追い的になるという実

体があったことは否めない（秋山・前掲注 41頁）。

(34)大塚は、本判決の特色を、①景観利益を集団的利益としてではなく、個
）
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人的利益としてとらえている、②景観利益を日照・眺望と区別せず、709条

の法律上の利益に当たる、③損害賠償については可能性を認めたが、④差止

については定かではない、⑤違法性については限定的判断をし、不法行為の

成立を認めなかった、という５点から整理している（大塚・前掲注⑴81頁）。

吉村・前掲注⑴463頁、畠山武道「景観保護における裁判の役割と限界」自

治実務セミナー2006年10月号52頁など参照。

(35)大塚・前掲注⑴77頁は、自然景観の保護に当たってはそのハードルはさ

らに高くなるとする。客観的価値ある景観のみが法的保護に値するとなると、

日常的景観利益は私権として保護されにくくなるのは確かである。筆者はこ

うした身近にある自然景観・都市景観を快適な生活利益として保護するため

の法理を確立することが必要であると考えている。

(36)大塚・前掲注⑴77-78頁。

(37)同76頁。

(38)大塚直「人格権に基づく特定的救済」私法61号（1999）154頁、藤岡康

宏『損害賠償法の構造』（成文堂、2002）408頁。

(39)大塚・前掲注⑴78頁。

(40)同79頁。

(41)同78頁、本判決は権利説に依拠しなかったが、本判決では、損害賠償請

求を否定しており、差止請求が認容されるにはさらに高度な要件が求められ

ることになると解することも可能である。

(42)大塚・前掲注⑴78頁。

(43)秋山・前掲注 - 37-53頁、吉田・前掲注⑴83-84頁。

(44)中山・前掲注⑼132頁以下。本件第一審判決も同旨。岡本・前掲注 法

時74巻11号112頁、

(45)権利侵害や違法性が厳格に解され、差止請求や損害賠償請求が認められ

ないというは好ましいことではない。

(46)富井利安編集代表『環境公害の理論と実践』富井利安「環境権と景観享

受権」（日評、2004）３-22頁、大塚直「環境権⑴・⑵」法学教室293号

（2005）87-96頁、294号（2005）111-121頁など参照。

(47)大塚・前掲注 111頁。

(48)同80頁。吉村・前掲注⑴参照。

(49)同78頁。

(50)同78頁。

(51)同80頁。本判決は公法上の規定から私法上の利益を導き出すかのような

記述になっているが、私法上の利益は社会的必要性と承認を経て形成される

ものであり、行政上の規定は私法上の利益の補強として捉えるべきであると

する。
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(52)良好なその景観の創造・保護には哲学が必要である。たとえば、観光立

国として都市・農村を位置づけていく場合、そこには経済性を超えた価値を

認識していく必要がある（朝日新聞 耕論 何を目指す？ 官公庁 平成20

年９月21日（朝））。

(53)大塚・前掲注⑴77頁。

(54)公私の峻別ができない領域や事後的救済では被害者の救済が困難な領域

（現代的課題）にどう取り組むか、訴訟上の改革もさることながら、損害賠償

（事後的救済）及び民事上の差止（事前の防止）に関する実践的理論研究の進

展が望まれる。
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